（各課様式１）

予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　広域物資輸送拠点施設等整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　危機管理部　防災課　地域支援係　電話番号：058-272-1111（内2739）
　                　　　　            E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　　39,846千円（前年度予算額：8,300千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	8,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,300

	要求額
	39,846
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	39,800
	46

	決定額
	39,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	39,800
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　県では、国が地方自治体のニーズと関係なく、大規模災害時に実施する「プッシュ型」の物資支援に対応するため、平成29年度において現行の岐阜県災害時広域受援計画の改訂に資するため、災害時広域受援体制調査・分析等事業を実施したところである。
　　　この調査・分析等事業の結果を見ると、荷下ろし・仕分けを行うための非常用電源設備や資機材の不足、拠点マニュアルの策定、民間物資拠点の利活用検討など、岐阜県の広域物資輸送拠点が抱える課題が浮き彫りになった。

（２）事業内容
　　　平成28年熊本地震の検証によると、荷下ろし用のフォークリストが不足し、職員が手作業を強いられるなど、物流拠点では施設が有する機能だけでなく、大量に運び込まれる物資を仕分けするなど、多くの人員が必要となることに留意し、計画段階から準備するべきであるとされている。
　　　今後、改訂を予定している「岐阜県災害時広域受援計画」において選定された県広域物資輸送拠点やその代替となりうる民間物流施設について、平成32年度までに非常用電源設備や資機材を整備する。
　　①非常用電源設備の整備
　【平成30～31年度】

　・国際たくみアカデミーに非常用電源を設置

　　　（平成30年度：設計　　平成31年度：設置工事）

　【平成32～33年度】

　・民間物流倉庫会社が所有する物資輸送拠点のうち、県広域物資輸送拠点としての利用が可能な施設について、非常用電源の設置補助事業を実施（別途補助事業として設置予定）

②フォークリフトの整備（保守点検含む）

　【平成30年度～】
　　・初年度にフォークリフトを３台購入し、県有施設の拠点に整備。
　　　保管場所の無い飛騨エアパークには車庫を設置。

　　　次年度以降は、保守点検業務を委託

　　　（配置先：ｿﾌﾄﾋﾟｱｼﾞｬﾊﾟﾝ、ｾﾗﾐｯｸﾊﾟｰｸMINO、飛騨ｴｱﾊﾟｰｸ）
　　③ハンドリフトの整備
【平成30年度】

・現況の拠点は床の強度に課題が残り、施設内でのフォークリフト使用が期待できないため、県有の広域物資輸送拠点（5圏域各1箇所）に各２台ハンドリフトを整備。

（配置先：岐阜ﾒﾓﾘｱﾙｾﾝﾀｰ、ｿﾌﾄﾋﾟｱｼﾞｬﾊﾟﾝ、国際たくみｱｶﾃﾞﾐｰ、

ｾﾗﾐｯｸﾊﾟｰｸMINO、飛騨ｴｱﾊﾟｰｸ）

（３）類似事業の有無
　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	工事請負費
	38,500
	非常用電源設置工事費

	委託料
	584
	フォークリフト保守点検委託

	保険料
	110
	フォークリフト自動車保険

	負担金
	496
	フォークリフト運転技能講習費

	旅費
	156
	運転技能講習の旅費等

	合計
	39,846
	


	　決定額の考え方　



事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県広域物資輸送拠点における設備を整備し、南海トラフ巨大地震といった「超」大規模災害の発生時においても、川上から川下までにいきわたる「災害に強い物流システムの構築」を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前年度末時点)
	目　標
	達成率

	県広域物資輸送拠点における非常用電源設備の整備
	5施設
（H28）
	－
（H　）
	－
（H　）
	5施設

（H29）
	全ての

拠点に
設置
	71.4％

	フォークリフト

の整備
	2圏域
（H28）
	5圏域
（H30）
	－
（H　）
	2圏域

（H29）
	5圏域
	100％


	ハンドリフトの整備
	0圏域
（H28）
	5圏域
（H30）
	－
（H　）
	0圏域
（H29）
	5圏域
	100％




○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・県有施設１箇所に非常用電源を整備するための実施設計を実施
・フォークリフトが未整備の県有施設３拠点に配備
・ハンドリフトを県有施設５拠点に配備



（前年度の成果）

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	大規模災害時における円滑な物資輸送を実現するため、最低限の設備を整える必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・非常用電源を整備するための実施設計を実施し、平成31年度中に整備する。
・フォークリフトが未整備の県有施設３拠点に配備した。
・ハンドリフトを県有施設5拠点に配備した。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	フォークリフト及びハンドリフトの配備により、大規模災害時に国からのプッシュ型支援により県に搬送される大量の物資を県職員等が効率的な積み下ろしや積込みが可能となった。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　平成30～31年度にかけて、県有の拠点施設の非常用電源の設備、フォークリフトやハンドリフトの整備を実施。
　あわせて、県の広域物資輸送拠点となりうる民間の拠点施設への非常用電源設備の整備について、平成31～32年度にかけて補助事業を実施する。


